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○さわやか軽井沢ふるさと寄附金「教育応援分」補助金等交付要綱 

平成24年６月26日教育委員会告示第１号 

改正 

平成31年３月22日教委告示第２号 

令和２年12月１日教委告示第11号 

さわやか軽井沢ふるさと寄附金「教育応援分」補助金等交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、町内の良好な教育環境の整備を推進するため、さわやか軽井沢ふるさと寄附

金「教育応援分」学校登録要綱（平成24年軽井沢町告示第20号）の規定により登録された教育被

応援学校（以下「交付対象者」という。）に対し、予算の範囲内において補助金又は交付金（以

下「補助金等」という。）を交付することについて、軽井沢町補助金等交付規則（昭和46年軽井

沢町規則第６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助金等対象事業） 

第２条 この要綱において、補助金等の対象となる事業は、交付対象者が実施する事業であって次

の各号のいずれかに該当するものとする。ただし、交付対象者が特定地域型保育事業所（子ども・

子育て支援法（平成24年法律第65号）第29条第３項第１号に規定する特定地域型保育事業所をい

う。）、認可外保育施設（児童福祉法（昭和22年法律第164号）第59条の２第１項に規定する施設

をいう。）（長野県の信州型自然保育認定制度における信州型自然保育（特化型）の認定を受け

た団体に限る。）及び私立の幼稚園の場合は第１号に掲げる事業とし、私立の高等学校の場合は

第４号及び第５号に掲げる事業とし、大学の場合は第６号に掲げる事業とする。 

(１) 教育施設（設備）の充実に関する事業 

(２) スポーツの振興に関する事業 

(３) 地域伝統文化の継承に関する事業 

(４) 奨学金の支給に関する事業 

(５) 地域との国際交流を推進する事業 

(６) 地域における教育研究に関する事業（町との連携協定に基づく事業に限る。） 

(７) その他町長が認める事業 

（補助金等対象経費） 

第３条 補助金等の対象となる経費（以下「補助等対象経費」という。）は、次に掲げるものとす

る。 
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(１) 施設、設備の設置又は修繕に関する経費 

(２) 消耗品及び備品の購入に要する経費 

(３) 講演会、研修会等の実施に要する経費 

(４) 業務委託に要する経費 

(５) その他町長が必要と認める経費 

（補助金等交付額） 

第４条 交付対象者への補助金等の交付額は、規則第５条の規定にかかわらず、補助事業等に要す

る費用とする。ただし、1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた金額とする。 

（補助金等の交付申請） 

第５条 補助金等の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、さわやか軽井沢ふる

さと寄附金「教育応援分」補助金等交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添付し

て、第２条に規定する事業開始１月前までに町長に申請するものとする。ただし、町長が特に認

める場合は、この限りでない。 

(１) 事業計画書 

(２) 収支予算書 

(３) その他町長が必要と認める書類 

（決定の通知） 

第６条 町長は、前条の規定による補助金等の交付の申請があったときは、その内容を審査し、さ

わやか軽井沢ふるさと寄附金「教育応援分」補助金等交付（不交付）決定通知書（様式第２号）

により申請者に通知するものとする。 

２ 町長は、前項の交付決定に関し、条件を付すことができる。 

（変更等承認申請） 

第７条 前条の規定により補助金等の交付決定通知を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、

交付決定後に申請内容の変更又は事業の中止が生じたときは、さわやか軽井沢ふるさと寄附金「教

育応援分」事業変更（中止）承認申請書（様式第３号）を町長に提出し、その承認を受けるもの

とする。 

（補助金等の概算払） 

第８条 交付決定者が規則第12条の規定による補助金等の概算払いを受けるときは、さわやか軽井

沢ふるさと寄附金「教育応援分」補助金等概算払請求書（様式第４号）によるものとする。 

（実績報告） 
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第９条 規則第13条に規定する実績報告書は、さわやか軽井沢ふるさと寄附金「教育応援分」補助

金等実績報告書（様式第５号）に次の各号に掲げる書類を添付して町長に提出するものとする。 

(１) 事業報告書 

(２) 補助対象経費に係る領収書及び内訳書の写し 

(３) 事業内容がわかる写真等 

２ 前項に規定する実績報告書の提出期限は、規則第13条の規定にかかわらず、補助事業の完了の

日から20日を経過した日又は補助金等の交付決定のあった日の属する年度の３月31日のいずれか

早い日までとする。ただし、町長が特に必要があり、かつ、予算の執行上支障がないと認めると

きは、当該期限を繰り下げることができるものとする。 

（補助金等の額の確定） 

第10条 町長は、規則第14条の規定により補助金等の額を確定したときは、さわやか軽井沢ふるさ

と寄附金「教育応援分」補助金等確定通知書（様式第６号）により交付決定者に通知するものと

する。 

（補助金等の請求） 

第11条 前条の規定により補助金等の額の確定通知を受けた者は、さわやか軽井沢ふるさと寄附金

「教育応援分」補助金等請求書（様式第７号）を町長に提出するものとする。 

（補助金等の返還） 

第12条 町長は、偽りその他の不正な行為により補助金等を受けた者があるときは、交付した補助

金等の全部又は一部を返還させることができる。 

（委任） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成24年７月１日から施行する。 

附 則（平成31年３月22日教委告示第２号） 

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年12月１日教委告示第11号） 

この要綱は、令和２年12月１日から施行する。 


